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　連合宮城は、2026 春季生活闘争を取り巻く情勢や課題、闘争方針の共有な

らびに相互討論を目的に、『連合宮城2026春季生活闘争討論集会』を開催した。

　冒頭、主催者あいさつとして大黒会長は、「本日、連合芳野会長と経団連筒井会長とのトップ会談があり、“賃上げ

の流れを定着させる”との方向性は一致している。また１月22日には、宮城県版の「政労使協議会」が開催され、そ

れぞれの代表者が意見交換を行った。労使が同じ方向（賃上げの流れの定着）を向くことで消費が促され、ついて

は生産性の向上につながり、結果として経済の好循環を生み出すこととなる。本日、連合宮城の闘争方針をお示し

するが、賃上げについては本部方針に準じて『５％以上に “こだわる”』、また中小組合においては、格差是正分を上

乗せした６％以上を要求するとの方針を示させていただく。そして有期・短時間・契約等労働者については、令和７

年度の宮城県の最低賃金の引上げ率（6.68％）を上回る７％以上を掲げている。今次闘争は、物価上昇を上回る賃

上げの実現に向けてきっかけとなる年としたい。そして政労使が協力し、自らで持続的な賃上げのための環境整備

をはかりたい。そのためにも労務費を含めた適切な価格転嫁、適正取引の徹底を引き続き求めていく」と述べた。

　つづいて、連合総合政策推進局労働条件・中小地域対策局の酒井次長より、今次春季生活闘争を取り巻く情勢

や課題、闘争方針のポイントについて、各種指標等を用いての比較やこれまでの推移、具体的な取り組みや考え

方の詳細について説明をいただいた。

　連合宮城における闘争方針（案）については連合本部に準じた水準となっており、連合宮城阿部副事務局長から

は、この間の取り組みや「2026地域ミニマム運動」の結果、闘争スケジュールについて提起を行った。

　各構成組織における要求方針と決意表明については、ＵＡゼンセン、ＪＡＭの2構成組織より受けた。

　最後は、大黒会長の発生により、ガンバロー三唱にて締めくくった。

▲ 決意表明（柴田氏㊧・大宮氏）

春季生活闘争討論集会
連合宮城 2026 春季生活闘争

▲ ガンバロー三唱▲ 連合本部 酒井次長

日時  2026年１月27日（火）18時00分～　場所  ハーネル仙台２階  松島
内容  ①主催者あいさつ、②2026春季生活闘争を取り巻く情勢・課題に
ついて（連合総合政策推進局 労働条件・中小地域対策局  酒井伸広次長）、
③連合宮城2026春季生活闘争方針（案）について（連合宮城副事務局長  
阿部祥大）、④構成組織における要求方針ならびに決意表明（ＵＡゼンセ
ン・ＪＡＭ）　参加人数 約90名
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　宮城県では、2024年より『宮城働き方改革推進等

政労使協議会』の中で、宮城県における賃金引き上

げに向けた環境整備を進めていくために必要な支援

策やそれぞれの取り組みについて意見交換を実施す

ることとしている。

１．開催日時

　　2026年１月22日（木）

　　10時00分～12時00分

２．開催場所

　　ＴＫＰガーデンシティ仙台駅北

　　2階エトワールＢ＋Ｃ

３．開催内容

(1)行政機関における「賃金引上げ」に向けた取り

組み等について

　ａ）宮城労働局

　ｂ）宮城県

　ｃ）東北経済産業局

　ｄ）公正取引委員会事務総局　東北事務所

　ｅ）仙台市

(2)意見交換

　テーマ

　「賃金引上げに向けた取り組み、課題及び課題

解消のための方策等について」

～価格転嫁等賃金引上げに向けた取組状況について～

(3)共同宣言（案）について

４．出席者

　　政労使代表者　15名 他、

　　事務局（労働局）

　意見交換の前段では、関係各所よりこの間の価格

転嫁や生産性の向上への取り組み、各種支援制度、

賃上げに関する調査分析結果等について説明を受け

た。

　それらを踏まえた意見交換において大黒会長は、

この間の取り組みや今次闘争における意義、勤労者

の実情について訴えるとともに、「賃上げを起点と

して、経済社会は新たなステージへと動き出してい

る。『慢性デフレのサイクル』へ戻るのか、あるい

は『賃金と物価が緩やかに上昇する健全なサイクル』

を定着させることができるのか今がまさに正念場で

あり、連合は今次闘争において、日本の実質賃金を

1％上昇軌道に乗せ、これからの “賃上げノルム” と

しての確立を目指している。新しいステージ”の転換・

定着の段階から、実質賃金の持続的な上昇を伴う “賃

上げノルム” の確立を実現するためには、物価上昇

を上回る持続的な賃上げが必須であり、そのために

は労務費を含めた適切な価格転嫁等の取り組みが何

よりも重要である。我々消費者の立場においても、

「良いモノ、良いサービスには相応の値がつく」と

いう意識を持ち、製品・サービスと労働の価値を高

「第14回宮城働き方改革推進等政労使協議会」開催「第14回宮城働き方改革推進等政労使協議会」開催「第14回宮城働き方改革推進等政労使協議会」開催
日時：2026年１月22日（木）10時　会場：ＴＫＰガーデンシティ仙台駅北
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め認め合い共存共栄できる価格設定をめざす必要が

あることから、適切な企業間取引交渉環境の醸成が

実現できるよう、関係団体と連携しさらなる取り組

みをお願いしたい」と述べた。

　使用者側団体の代表者からは、持続的な賃上げの

必要性や重要性の認識については一致している上

で、価格転嫁については行政等から各種支援策はあ

るがまだまだ道半ばであること、とりわけ中小にな

るほど状況は厳しく、また県内においても仙台市と

それ以外での地域間格差（人手不足が足枷）もある。

生産性の向上に向けた取り組みにおいても、支援策

は揃っているが隅々まで行き渡っていないことから

しっかりと利活用することが重要ではないかとの発

言もあった。

　最後には、本協議会においての『共同宣言』を確

認し、適切な価格転嫁と生産性向上を通じて、持続

的な賃上げの実現をはかるため、一層緊密に連携す

ることを確認した。

▲  共同宣言(案)の採択

▲  共同宣言(案)
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宮城県・仙台市への政策制度要請

Ⅰ．「東日本大震災」復興・再生と減災・防災対策
の充実

Ⅱ．地域における雇用政策の強化
Ⅲ．すべての世代が安心して暮らせる社会の実現
と税制改革

Ⅳ． 地域医療・福祉、教育・子育て環境の充実
Ⅴ． 環境・エネルギー対策
Ⅵ． 公共交通・運輸政策

▲ 大黒会長㊧から村井知事に要請書手交

宮城県に対する要請項目

　日頃より、県政運営に対し各種審議会など様々な形

で関わり、サポートと適切なアドバイスをいただいてい

ることに感謝する。今回は県知事選における公約の内

容とも重なる部分もあり、認識は合っている。特に生活

者や働く人々の安定と豊かさを追求する環境を作るこ

とが行政の役割だ。県外から資金を呼び込めるような

政策・対応も進めていきたい。頂いた要請内容につい

ては、しっかりと精査を行い、来年の予算に反映できる

ものは反映させたい。

村井知事のコメント

日時  2025年12月５日（金）15:30～15:45　場所  行政庁
舎４階 庁議室　出席者 [宮城県] 村井知事、鈴木雇用
対策課長　[連合宮城] 大黒会長、新山副会長、新貝副
会長、鈴木（伸）副会長、鈴木（謙）副会長、菊池事務局

長、阿部副事務局長

宮城県に対する要請項目

Ⅰ．「東日本大震災」復興・再生と減災・防災対策
の充実

Ⅱ．地域における雇用政策の強化
Ⅲ．すべての世代が安心して暮らせる社会の実現
と税制改革

Ⅳ． 地域医療・福祉、教育・子育て環境の充実
Ⅴ． 環境・エネルギー対策
Ⅵ． 公共交通・運輸政策

▲ 大黒会長から郡市長に要請書手交

仙台市に対する要請項目

　中心部再整備や本庁舎建て替えなど市が大きな転

換期にある。全国的なデフレ脱却の流れを受け、賃

上げを後押しするため中小企業支援を強化している。

今後も働く人々の声を市政に反映させたい。

　要請内容はいずれも大変重要であり、特に救急医

療体制の逼迫を踏まえ改善に取り組み、高齢化が進

む中においていかに安心を構築するか検討をはかり

たい。

郡市長のコメント

日時  2025年12月24日（水）13:45～14:00　場所  仙台市役所
本庁舎８階 第４委員会室　出席者 [仙台市] 郡市長、佐々木
市民局長、佐藤生活安全安心部長　 ［連合宮城］ 大黒会長、新
山副会長、新貝副会長、北舘副会長、鈴木伸副会長、菊池事務

局長、下遠副事務局長、阿部副事務局長、平山仙台地協議長

仙台市に対する要請項目
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